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開発許可の手引き改訂箇所新旧対照表（平成 28年 4月 1 日） 

No. 新 旧 備考 

1 

事務編 6 ページ 

 (1)  区画形質の変更目的 

  

⑤ 風力発電機に附属する管理施設及び変電設備を設置する施設である建築物に

ついては、主として当該付属施設の建築を目的とした行為でないことから、それ

自体としては開発許可を要しない。 

⑥ 太陽光発電施設（建築物でないもの）の付属施設については、用途等から当

該施設の建築を目的とした開発行為に当たらないと許可権者が判断した際には、

開発行為に該当しない。 

事務編 6 ページ 

 (1)  区画形質の変更目的 

  

 

 

 

 

 

 

追加 

2 

事務編 18 ページ 

(1)  開発許可と他の法令との調整 

 

また、森林法により林地開発の規制を受けることとなる場合も、原則として同様

となるので松江市農林基盤整備課林務係と調整を図ること。 

事務編 18 ページ 

(1)  開発許可と他の法令との調整 

 

また、森林法により林地開発の規制を受けることとなる場合も、原則として同様

となるので松江市農林課林務係と調整を図ること。 

変更 

3 

事務編 19 ページ 

(1)  事前協議（松江市開発行為に関する指導要綱第 6 条、同第 7 条） 

 

②  事前協議申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、指導事項を定め

開発行為事前協議通知書により通知する。 

（注）公共施設の管理予定課及び公益的施設の関係課については、必要があれば

協議を行い指導事項について通知すること。 

また、他法令との関係について、必要があれば協議及び通知する。 

 【例】管理課、まちづくり文化財課、農業委員会事務局、公園緑地課等 

事務編 19 ページ 

(1)  事前協議（松江市開発行為に関する指導要綱第 6 条、同第 7 条） 

 

②  事前協議申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、指導事項を定め

開発行為事前協議通知書により通知する。 

（注）公共施設の管理予定課及び公益的施設の関係課については、必要があれば

協議を行い指導事項について通知すること。 

また、他法令との関係について、必要があれば協議及び通知する。 

【例】文化財課、農業委員会事務局、農業企画課、農林課等 

変更 



2 

4 

事務編 28 ページ 

11 日本郵便株式会社が設置する日本郵便株式会社法 3①一の業務の用に供する

施設である建築物 

事務編 28 ページ 

11 郵便事業株式会社が設置する郵便事業株式会社法 3①一の業務の用に供する

施設である建築物 
変更 

5 

事務編 28 ページ 

13 放送法 2 ニに規定する基幹放送の用に供する放送設備である建築物 

事務編 28 ページ 

13 放送法による放送事業の用に供する放送設備である建築物 
変更 

6 

事務編 29 ページ 

19 国、都道県及び市町村並びに独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

が設置する職業能力開発促進法 15 の 6③の公共職業能力開発施設 

 

国及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置する職業能力開

発促進法 27①の職業能力開発総合大学校である建築物 

事務編 29 ページ 

19 国、県及び市町村並びに独立行政法人雇用・能力開発機構が設置する職業能

力開発促進法 15 の 6③の公共職業能力開発施設 

 

国及び独立行政法人雇用・能力開発機構が設置する職業能力開発促進法 27

①の職業能力開発総合大学校である建築物 

追加 

変更 

7 

事務編 30 ページ 

ロ 児童福祉法による家庭的保育事業、小規模保育事業若しくは事業所内保育事

業、社会福祉法による社会福祉事業又は更生保護事業法による更生保護事業

の用に供する施設である建築物 

事務編 30 ページ 

ロ 社会福祉法による社会福祉事業又は更生保護事業法による更生保護事業の用

に供する施設である建築物 追加 

8 

事務編 31 ページ 

27 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構法 17①一から三の業務の用に供する施設である建築物 

事務編 31 ページ 

27 独立行政法人日本原子力研究開発機構が独立行政法人日本原子力研究開発機

構法 17①一から三の業務の用に供する施設である建築物 変更 



3 

9 

事務編 31 ページ 

29 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が国立研究開発法人宇宙航空研究開

発機構法 18①一から四までの業務の用に供する建築物 

事務編 31 ページ 

29 独立行政法人宇宙航空研究開発機構が独立行政法人宇宙航空研究開発機構法

18①一から四までの業務の用に供する建築物 
変更 

10 

事務編 31 ページ 

30 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構法 15①一の業務の用に供する施設であ

る建築物 

 

非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律 11 三の業務の用に供

する施設である建築物 

事務編 31 ページ 

30 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構法 15①一の業務の用に供する施設である建築物 

 

石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律 11 三の業務の用に

供する施設である建築物 

変更 

11 

事務編 42 ページ 

 

市規則で定める道路は、一般国道 9 号松江道路、一般国道 431 号、一般国道 432

号、主要地方道松江鹿島美保関線、県道本庄福富松江線、市道西尾大井線及び

市道坂本西持田線である。 

事務編 42 ページ 

 

市規則で定める道路は、一般国道 9 号松江道路、一般国道 431 号、一般国道 432

号、主要地方道松江鹿島美保関線、県道本庄福富松江線       及び市

道坂本西持田線である。 

変更 

12 

事務編 46 ページ 

(3)  研究施設 

『開発許可制度運用指針（平成 26 年 8 月 1 日付け国都計 67 号）』等を参考にし

て個別に判断。 

事務編 46 ページ 

(3)  研究施設 

『開発許可制度運用指針（平成 13 年 5 月 2日付け国土交通省総民発第 9号、国土

交通省総合政策局長から各都道府県知事あて通知）』等を参考にして個別に判断。 
変更 



4 

13 

事務編 47 ページ 

(9)  幹線道路の沿道における大規模な流通業務施設 

①  区 域 

山陰道の東出雲、松江玉造、松江だんだん道路の津田、西尾、川津の各インター

チェンジ又は竹矢、矢田、松江東、松江中央、松江西の各ランプから概ね半径 1km

以内の区域に立地するものであること。 

事務編 47 ページ 

(9)  幹線道路の沿道における大規模な流通業務施設 

①  区 域 

山陰道の東出雲、松江玉造、松江だんだん道路の津田、西尾   の各インター

チェンジ又は竹矢、矢田、松江東、松江中央、松江西の各ランプから概ね半径 1km

以内の区域に立地するものであること。 

追加 

14 

事務編 48 ページ 

(11)    老人保健施設 

介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)第 8 条第 27 項に規定する介護老人保健施設 

事務編 48 ページ 

(11)  介護老人保健施設 

介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)第 8 条第 25 項に規定する介護老人保健施設 

変更 

15 

事務編 53 ページ 

用途地域への適合(第１号関係) 

① 用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、流通業務地区又は港湾法第 39

条第 1 項の分区が定められている場合、当該用途地域等における用途の制限

（建築基準法第 49 条第 1 項若しくは第 2 項若しくは第 49 条の 2 若しくは第

60 条の 3 第 2 項（これらの規定を同法第 88 条第 2 項において準用する場合

を含む。）又は港湾法第 40 条第 1 項の条例による用途の制限を含む。） 

事務編 53 ページ 

用途地域への適合(第１号関係) 

① 用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、流通業務地区又は港湾法第 39

条第 1 項の分区が定められている場合、当該用途地域等における用途の制限

（建築基準法第 49 条第 1 項若しくは第 2 項若しくは第 49 条の 2  （これ

らの規定を同法第 88 条第 2 項において準用する場合を含む。）又は港湾法第

40 条第 1 項の条例による用途の制限を含む。） 

追加 

16 

事務編 55 ページ 

災害危険区域等の除外(第８号関係) 

ⅲ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 9 条第

1 項の土砂災害特別警戒区域 

事務編 55 ページ 

災害危険区域等の除外(第８号関係) 

ⅲ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 8 条第

1 項の土砂災害特別警戒区域 

変更 



5 

17 

事務編 72 ページ 

(3) 帰 属 手 続      

法は不動産登記の特例を認めていないので、帰属については通常の登記手続

を要する。 

① 公共施設敷地の帰属に関する本条の規定により、不動産登記の嘱託を申請

する際の登記嘱託書の様式等は、開発許可制度運用指針（平成 26 年 8 月 1

日付け国都計 67 号）に別途示されている。 

 

事務編 72 ページ 

(3) 帰 属 手 続      

法は不動産登記の特例を認めていないので、帰属については通常の登記手続

を要する。 

① 公共施設敷地の帰属に関する本条の規定により、不動産登記の嘱託を申請

する際の登記嘱託書の様式等は、開発許可制度運用指針（平成 13 年 5 月 2

日国土交通省総合政策局宅地課民間宅地指導室）に別途示されている。 

 

変更 

18 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 1号イ 

 

当該申請に係る開発区域内の土地について用途地域、特別用途地区、特定用途制

限地域、特定用途誘導地区、流通業務地区又は港湾法第 39 条第 1 項の分区（以下

「用途地域等」という。）が定められている場合 当該用途地域等内における用途

の制限（建築基準法第 49 条第 1 項若しくは第 2 項、第 49 条の 2 若しくは第 60

条の 3 第 2 項（これらの規定を同法第 88 条第 2 項において準用する場合を含む。）

又は港湾法第 40 条第 1 項の条例による用途の制限を含む。） 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 1号イ 

 

当該申請に係る開発区域内の土地について用途地域、特別用途地区、特定用途制

限地域、        流通業務地区又は港湾法第 39 条第 1 項の分区（以下「用

途地域等」という。）が定められている場合 当該用途地域等内における用途の制

限（建築基準法第 49 条第 1 項若しくは第 2 項若しくは第 49 条の 2   （これ

らの規定を同法第 88 条第 2 項において準用する場合を含む。）又は港湾法第 40

条第 1 項の条例による用途の制限を含む。） 

変更 

19 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号 

 

当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等(次のイからホまでに掲げ

る地区計画等の区分に応じて、当該イからホまでに定める事項が定められている

ものに限る。)が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計

が当該地区計画等に定められた内容に即して定められていること。 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号 

 

当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等(次のイからニまでに掲げ

る地区計画等の区分に応じて、当該イからニまでに定める事項が定められている

ものに限る。)が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計

が当該地区計画等に定められた内容に即して定められていること。 

変更 



6 

20 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号イ 

 

地区計画 再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第 12 条の 5 第 5 項

第 1 号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は地区整

備計画 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号イ 

 

地区計画 再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第 12 条の 5 第 5 項

第 2 号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は地区整

備計画 

変更 

21 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号ハ 

  

 歴史的風致維持向上地区計画 歴史的風致維持向上地区整備計画 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号ハ 

  

 歴史的風致維持向上地区計画 歴史的風致維持向上地区  計画 

変更 

22 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号二 

 

沿道地区計画 沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第 9 条

第 4 項第 1 号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は

沿道地区整備計画 

技術編 1 ページ 

法第 33 条第 1項第 5号二 

 

沿道地区計画 沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第 9 条

第 4 項第 2 号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又

は沿道地区整備計画 

変更 



7 

23 

技術編 2 ページ 

法第 33 条第 1項第 7号 

 

地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地

について、地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜ

られるように設計が定められていること。この場合において、開発区域内の土地

の全部又は一部が次の表の上欄に掲げる区域内の土地であるときは、当該土地に

おける同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の下欄に掲げる基準に適合してい

ること。 

 

 

宅地造成等規制法（昭和三十六年法

律第百九十一号）第三条第一項の宅

地造成工事規制区域 

津波防災地域づくりに関する法律第

七十二条第一項の津波災害特別警戒

区域 

開発行為に関する工事 宅地造成等規制法第九条の規定に適

合するものであること。 

津波防災地域づくりに関する法律第

七十三条第一項に規定する特定開発

行為（同条第四項各号に掲げる行為

を除く。）に関する工事 

津波防災地域づくりに関する法律第

七十五条に規定する措置を同条の国

土交通省令で定める技術的基準に従

い講じるものであること。 

 

技術編 2 ページ 

法第 33 条第 1項第 7号 

 

地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地

について、地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜ

られるように設計が定められていること。この場合において、開発区域内の土地

の全部又は一部が宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 3 条第 1 項の

宅地造成工事規制区域内の土地であるときは、当該土地における開発行為に関す

る工事の計画が、同法第 9 条の規定に適合していること。 

変更 



8 

24 

技術編 2 ページ 

法第 33 条第 1項第 8号 

 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若しくは特

定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う

開発行為以外の開発行為にあっては、開発区域内に建築基準法第 39 条第 1 項の災

害危険区域、地すべり等防止法(昭和 33 年法律第 30 号)第 3 条第 1 項の地すべり

防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平

成 12 年法律第 57 号）第 9 条第 1 項の土砂災害特別警戒区域その他政令で定める

開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区域

及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限りで

ない。 

技術編 2 ページ 

法第 33 条第 1項第 8号 

 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若しくは特

定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う

開発行為以外の開発行為にあっては、開発区域内に建築基準法第 39 条第 1 項の災

害危険区域、地すべり等防止法(昭和 33 年法律第 30 号)第 3 条第 1 項の地すべり

防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平

成 12 年法律第 57 号）第 8 条第 1 項の土砂災害特別警戒区域その他政令で定める

開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区域

及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限りで

ない。 

変更 

25 

技術編 3 ページ 

法第 33 条第 8項 

 

居住調整地域又は市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準につい

ては、第一項に定めるもののほか、別に法律で定める。 

技術編 3 ページ 

法第 33 条第 8項 

  

       市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準について

は、第一項に定めるもののほか、別に法律で定める。 

変更 

26 

例規・様式編 4 ページ 

松江市開発行為等の許可の基準に関する条例施行規則 

(条例第 4 条第 2 号の規則で定める道路) 

第 3 条 条例第 4 条第 2 号の規則で定める道路は、一般国道 9 号松江道路、一般

国道 431 号、一般国道 432 号、主要地方道松江鹿島美保関線、県道本庄福富松

江線、市道西尾大井線及び市道坂本西持田線とする。 

例規・様式編 4 ページ 

松江市開発行為等の許可の基準に関する条例施行規則 

(条例第 4 条第 2 号の規則で定める道路) 

第 3 条 条例第 4 条第 2 号の規則で定める道路は、一般国道 9 号松江道路、一般

国道 431 号、一般国道 432 号、主要地方道松江鹿島美保関線、県道本庄福富松

江線      及び市道坂本西持田線とする。 

追加 
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27 

例規・様式編 33 ページ 

松江市開発行為に関する指導要綱 

（開発区域の制限） 

第 4条 次に掲げる区域は、原則として開発区域に含まないものとする。 

(1) 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第 20 条第 1項の国立公園及び国定公

園内の特別地域 

例規・様式編 33 ページ 

松江市開発行為に関する指導要綱 

（開発区域の制限） 

第 4条 次に掲げる区域は、原則として開発区域に含まないものとする。 

(1) 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第 13 条第 1項の国立公園及び国定公

園内の特別地域 

変更 

28 

例規・様式編 33 ページ 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12

年法律第 57 号）第 9 条第 1 項の土砂災害特別警戒区域 

例規・様式編 33 ページ 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12

年法律第 57 号）第 8 条第 1 項の土砂災害特別警戒区域 変更 

29 

例規・様式編 40 ページ 

松江市民間宅地開発に関する指導要綱 

（開発区域の制限） 

第 4条 次に掲げる区域は、原則として開発区域に含まないものとする。 

(1) 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第 20 条第 1項の国立公園及び国定公

園内の特別地域 

例規・様式編 40 ページ 

松江市民間宅地開発に関する指導要綱 

（開発区域の制限） 

第 4条 次に掲げる区域は、原則として開発区域に含まないものとする。 

(1) 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第 13 条第 1項の国立公園及び国定公

園内の特別地域 

変更 

30 

例規・様式編 40 ページ 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12

年法律第 57 号）第 9 条第 1 項の土砂災害特別警戒区域 

例規・様式編 40 ページ 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12

年法律第 57 号）第 8 条第 1 項の土砂災害特別警戒区域 変更 

 


